宮城県高年齢者労働能力活用事業実施要領

　（目　的）

第１　宮城県高年齢者労働能力活用事業は，定年退職後等においてなんらかの就業を通じて自己の労働能力を活用し，それによって追加的収入を得るとともに，自らの生きがいの充実や社会参加を希望する高年齢者に対して，地域社会に密着した臨時的かつ短期的な仕事を組織的に把握し提供することにより，高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るとともに，高年齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的としたシルバー人材センター（以下「センター」という。）の育成指導及び援助に努めることを目的とする。

　（センターの設置基準）

第２　センターは，次の（１）及び（２）のいずれにも該当する市町村であって，地域社会における日常生活に密着した臨時的かつ短期的な仕事に就くことを希望する高年齢者に提供し得る程度に見込まれる地域に設置するものとする。　　　　　　（１）会員が，５０人以上見込まれること。

　（２）年間就業人員が，２，０００人以上見込まれること。

２　地理的に隣接し経済圏が同じであり，２以上の市町村で，上記（１）及び（２）の条件を満たしていること。

３　その他知事が必要と認める場合

　（センターの業務）

第３　センターは，次に掲げる業務を行うものとする。

（１）臨時的かつ短期的な就業を希望する高年齢者に対する希望と能力に応じた就業機会の確保及び提供

（２）高年齢者の就業に関する相談，情報収集及び提供

（３）高年齢者の能力の積極的な活用，生きがいの充実及び社会参加の推進を図るために必要な業務に関する調査研究

　（４）事業量拡大及びミスマッチの解消を図るための会員の技能訓練の実施

　（５）会員の就業の場を広げるための独自事業の実施

　（６）その他センターの目的を達成するために必要な事業の実施

　（センターの会員）

第４　センターの会員は，原則として６０歳以上の健康な高年齢者であって，雇用関

係を有しない臨時的かつ短期的な就業を希望する者とする。

（センターの運営等）

第５　センターの運営は，原則として次によるものとする。

　（１）センターは，当該地域における日常生活に密着した臨時的かつ短期的な仕事を請負又は委託の契約により受注し，会員に提供し，その就業の実績に応じて報酬を支払うものとする。この場合，会員に対して就業日数や収入の保障は行わないものとする。

（２）センターは，その運営に当たり，宮城県，市町村，公共職業安定所，高年齢者職業相談室等関係機関と相互に緊密な連携を図るものとする。

（３）発注者に対する責任は，センターが負うものとする。

　（県の助成）

第６　県は，センターの健全な育成を図るため，予算の範囲内において，事業に要する経費の一部を補助するものとする。

　（その他）

第７　その他必要な事項は，知事が別に定めるものとする。

　　　附　則

第１　この要領は，昭和６３年４月１日から施行する。

　（宮城県高年齢者労働能力活用事業実施要領の廃止）

第２　宮城県高年齢者労働能力活用事業実施要領（昭和５８年４月１日から施行）は，

　廃止する。

　　　附　則

　この要領は，平成５年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は，平成９年１０月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は，平成２０年４月１日から施行する。
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